




















に普及し，昭和 30 年代には酪農家戸数はそのピークの 40 万戸台，全農家戸数の 1割弱にまで
達した．その後，高度経済成長期を迎え農家の総兼業化の中，酪農家戸数は急速に減少した













　酪農家戸数は昭和 38 年（1963 年）に 417,600 戸のピークに達した後減少を続け，平成 25 年
（2013 年）には 2万戸を割り，平成 26 年現在は 18,600 戸とピーク時の 1/20 以下にまで減少し
た．また，経産牛頭数も昭和 59 年の 132 万 4 千頭をピークに減少に転じ，平成 20 年以降は
100 万頭を割り，平成 26 年現在は 89 万 3 千頭になっている．一方，1戸当たり総飼養頭数は
昭和 35 年の 2.0 頭から平成 26 年には 75.0 頭と EU水準に達している．
　さらに日本全体としては酪農生産が縮小に向かっている中で，地域間格差が大きくなってい
る．販売乳量の約 95％を受託する指定生乳生産者団体の受託乳量についても，平成 11 年度の





めるようになっている．例えば，平成 11 年度と 26 年度を比較すると，北海道は 44.1％から
52.3％へ 8 ポイント以上増加する一方，他の地域は全てそのシェアを下げている．特に中国，
近畿，四国，北陸は 11 年ではかろうじて合計して全体の 10％のシェアがあったが，25 年では
それさえも割り込んでいる（図 1参照）．
　酪農経営が存在しない市町村数は，平成 19 年でも全国で 26.9％であった（表 1参照）．酪農
家のいない市町村が 3割以上ある都道府県は 21 都府県になっている．平成 19，20 年度の飼料



























北海道 25 180 13.9 8,314 32.7
青森 13 40 32.5 311 1.2
岩手 1 35 2.9 1,594 6.3
宮城 3 36 8.3 845 3.3
秋田 9 25 36.0 176 0.7
山形 1 35 2.9 487 1.9
福島 12 60 20.0 679 2.7
東北 39 231 16.9 4,092 16.1
茨城 2 44 4.5 658 2.6
栃木 0 31 0.0 1,075 4.2
群馬 7 38 18.4 850 3.3
埼玉 25 70 35.7 434 1.7
千葉 7 56 12.5 1,123 4.4
東京 21 40 52.5 83 0.3
神奈川 10 33 30.3 399 1.6
関東 72 312 23.1 4,622 18.2
山梨 14 28 50.0 104 0.4
長野 14 81 17.3 620 2.4
東山 28 109 25.7 724 2.8
新潟 7 35 20.0 355 1.4
富山 1 15 6.7 75 0.3
石川 5 19 26.3 88 0.3
福井 6 17 35.3 47 0.2
北陸 19 86 22.1 565 2.2
岐阜 10 42 23.8 237 0.9
静岡 14 42 33.3 384 1.5
愛知 20 63 31.7 526 2.1
三重 10 29 34.5 108 0.4












滋賀 11 26 42.3 99 0.4
京都 12 26 46.2 113 0.4
大阪 27 43 62.8 55 0.2
兵庫 9 41 22.0 662 2.6
奈良 26 39 66.7 87 0.3
和歌山 16 30 53.3 26 0.1
近畿 101 205 49.3 1,042 4.1
鳥取 5 19 26.3 227 0.9
島根 6 21 28.6 208 0.8
岡山 1 27 3.7 479 1.9
広島 8 23 34.8 238 0.9
山口 5 22 22.7 104 0.4
中国 25 112 22.3 1,256 4.9
徳島 5 24 20.8 226 0.9
香川 5 17 29.4 183 0.7
愛媛 5 20 25.0 213 0.8
高知 13 35 37.1 113 0.4
四国 28 96 29.2 735 2.9
福岡 19 66 28.8 390 1.5
佐賀 5 23 21.7 142 0.6
長崎 8 23 34.8 245 1.0
熊本 5 48 10.4 895 3.5
大分 2 18 11.1 246 1.0
宮崎 11 30 36.7 434 1.7
鹿児島 24 49 49.0 353 1.4
九州 74 257 28.8 2,705 10.6
沖縄 21 41 51.2 112 0.4
全国 486 1,805 26.9 25,422 100.0



























養戸数および頭数を，平成 26 年 2 月現在と 10 年前の 17 年 2 月とを比較したのが表 2，3であ
る．17 年は飼料価格が高騰した 19，20 年の前の段階だが，この 10 年間で戸数では 100 頭未
満層は，北海道も都府県も減少しており，100 頭以上層で 310 戸（北海道で 250 戸，都府県で
は 60 戸）増加している（表 2参照）．しかし，100 頭以上層が飼養する成畜頭数は 6万 8千頭















合計 1～19頭 20～29 30～49 50～79 80～99 100頭以上
全国
A 平成17年 26,900 7,130 4,270 7,470 5,140 1,260 1,590
B 平成26年 17,900 3,820 2,510 4,750 3,730 1,200 1,900
B－A －9,000 －3,310 －1,760 －2,720 －1,410 －60 310
北海道
A 平成17年 8,540 724 448 2,320 3,110 891 1,040
B 平成26年 6,660 418 268 1,550 2,280 841 1,290
B－A －1,880 －306 －180 －770 －830 －50 250
都府県
A 平成17年 18,360 6,406 3,822 5,150 2,030 369 550
B 平成26年 11,240 3,402 2,242 3,200 1,450 359 610





全国 北海道 都府県 全国 北海道 都府県
A 平成17年 1,136,000 534,800 601,200 251,900 153,200 98,700
B 平成26年 950,700 503,900 446,800 320,300 198,900 121,400











平成18年 19 年 20 年 21 年 22 年 23 年 24 年 7か年平均
全国 104.7 82.3 83.0 129.6 119.7 118.0 126.5 109.1
都府県 106.2 78.3 79.5 135.3 134.3 127.9 130.1 113.1
北海道 102.5 88.6 87.9 122.0 101.2 106.2 122.4 104.4
東北 94.5 60.5 54.4 93.2 85.2 82.1 99.8 81.4
北陸 105.6 63.5 35.8 116.2 114.2 86.4 111.8 90.5
関東・東山 109.8 88.3 99.6 152.8 157.7 153.3 147.9 129.9
東海 117.0 75.6 74.2 135.5 155.6 166.6 144.7 124.2
近畿 124.7 92.6 82.4 160.8 151.1 111.2 113.5 119.5
中国 70.8 52.6 76.6 101.7 99.2 104.0 92.1 85.3
四国 103.0 71.0 114.1 158.0 159.9 164.0 171.2 134.5

































必ずしも総所得の増加につながらないこともある．図 4のように，平成 19 年度の北海道の酪
農所得は 14 年度の 1,272 万円から 708 万円まで急減したが，その要因は 1頭当たり粗収益が
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66.7 万円から 64.3 万円に約 2.4 万円減少したとともに，同コストが 44.9 万円から 53.3 万円ま
で8.4万円上昇したため，1頭当たり所得が21.7万円から11.0万円までに半減したことである．










都府県の 796 万円に比べ約 300 万円多い（図 5参照）．これは粗収益は搾乳牛 1頭当たり約 14
万円低いが，生産費（家族労働費，自己資本利子，自作地地代を含めない額）も搾乳牛 1頭当
たり北海道が約 8万円低く，さらに規模が都府県の 37.5 頭に対し 71.5 頭（いずれも通年換算
搾乳牛頭数）とほぼ倍であることが，総所得で大きく都府県を上回る結果を生んでいる．しか
し，北海道の収益構造は図 5のように都府県に比べ薄利多売型である．生乳 1kg 当たり（3.5％
換算）で見るとさらにはっきりする．都府県は粗収益が 96.3 円で生産費は 73.4 円で，差額で
ある所得は 22.9 円で，乳量が 347 トンであるのに対し，北海道はそれぞれ 83.7 円，66.3 円で



































　加工原料乳生産者補給金制度，いわゆる不足払い法は平成 12 年に改定され，13 年度から施
行された．そのねらいは，「市場実勢を反映した適正な価格形成を実現すること」とされている．
これは，平成 11 年 3 月に公表された「新たな酪農・乳業対策大綱」を踏まえた酪農政策の一
大転換であった．不足払い法は畜産物価格安定法を補完するものとして，暫定措置法と銘打た


























































生産者の拠出金は加工原料乳 1kg 当たり 40 銭，国の助成金はその 3倍の 1円 20 銭と当初設
定された．ちなみに，平成 18 年度の平均取引価格は 58.91 円 /kg，補てん基準価格は 60.54 円





































されていたという背景もあった．AMSで算定される国内支持については，昭和 61 ～ 63 年の
基準年から平成 12 年までに 20％の削減を約束している．日本は農産物全体では基準年で 4兆
9,661 億円と算定されており，生乳では 1,995 億円であった．このことから生乳の場合は，1,370
億円までに削減する必要があるとされた．生乳の内訳は，市場価格支持分として，不足払い制
度に基づいて決定される基準取引価格と国際価格との差額に加工限度数量を乗じた1,370億円，


















































の持続的発展のための提言」（平成 21 年 3 月），第 2次提言「多様で持続的な発展のための制
度政策とは」（平成 22 年 8 月），および第 3次提言「日本酪農の危機打開のための緊急提言」（平





























題」p5　平成 26 年 7 月
2 ）鈴木宣弘「日豪 EPA・TPP と農業・酪農」
P55　筆者編著『日本を救う農地の畜産的利用』
農林統計出版　平成 26 年
3 ）例えば，（財）農林水産長期金融協会「北海道
における酪農とメガファームの展望に関する調
査報告書」平成 17 年
4 ）農林水産省生産局畜産部監修『新不足払い法の
解説と実務』（株）酪農乳業速報 p227　2001 年
5 ）小林信一「WTO体制下の畜産政策と経営対
応」，農業経済研究：Vol71　No3　1999 年
6 ）提言の詳細は，『日本酪農への提言』筑波書房　
平成 21 年，『酪農乳業の危機と日本酪農の進路』
筑波書房　平成 23 年，『日本を救う農地の畜産
的利用』農林統計出版　平成26年を参考のこと．
